議題１（委員会決裁事項（規則第３条第６号））
知事からの意見聴取に対する回答の承認について
　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定により知事から意見を求められた平成29年９月定例府議会に提出された次の議案について、大阪府教育委員会事務決裁規則第５条に基づき教育長が代決により異議がない旨を回答した。

この代決を、大阪府教育委員会事務決裁規則第７条第２項に基づき承認する。

平成29年12月21日

大阪府教育委員会　　　　　　

○条　例　案

１　職員の退職手当に関する条例等一部改正の件

２　職員の給与に関する条例等一部改正の件
＜参考＞
　○大阪府教育委員会事務決裁規則

（事務の専決及び代決）

第５条　第３条各号に規定する事項について緊急やむを得ないときは、教育長がその事項を代決することができる。
（専決した事項等の報告）

第７条　　（略）

　２　第５条の規定により教育長が代決したときは、速やかに委員会の会議において報告し、その承認を受けるものとする。

知事から意見聴取があった議案一覧

○条例案
	番号


	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要
	備　考


	１
	職員の退職手当に関する条例等一部改正の件
	１　国家公務員退職手当法の改正を踏まえるとともに、退職給付水準の官民均衡を図るため、職員の退職手当の基本額の算出に係る調整率の引下げを行う。

〔改正前〕　８７／１００

〔改正後〕　８３．７／１００

施行日：平成３０年１月１日

２　地方独立行政法人法の改正等により、規定の整備（条項ずれ是正等）を行う。

　　施行日：平成３０年４月１日ほか

〔関係条例〕

・職員の退職手当に関する条例

・職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	２
	職員の給与に関する条例等一部改正の件


	平成２９年１０月の本府人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。
〔主な改正内容〕
・給料表の改定（初任給及び若年層の給料月額の引上げ）

・初任給調整手当の上限の引上げ
〔改正前〕　月額２４９，８００円

〔改正後〕　月額２５０，９００円
・勤勉手当を０．１月分引上げ

　〔改正前〕　４．３月

〔改正後〕　４．４月
　　　施行日：公布の日
　・再任用職員に対する単身赴任手当の支給
　・教員特殊業務手当の改定
週休日等において、部活動の指導等の業務を行うとき
〔改正前〕４時間以上６時間未満　３，０００円

　　　　　６時間以上 　　　　　３，７００円　等
〔改正後〕２時間以上４時間未満  １，８００円　
４時間以上 　　　　　３，６００円 　等
　　　　施行日：平成３０年４月１日

〔関係条例〕

　・職員の給与に関する条例ほか４条例
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの



